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Ⅰ　はじめに

平成 29 年国民健康・栄養調査結果によると運動習慣のある者の割合は、男性で 35.9％、

女性で 28.6％であり、この 10 年間でみると、男女ともに有意な増減はみられない。しか

し年齢階級別にみると、その割合は、男性では 30 歳代、女性では 20 歳代で最も低く、

それぞれ 14.7％、11.6％である１）。平成 30 年スポーツ庁より「スポーツ実施率向上のた

めの行動計画」～「スポーツ・イン・ライフ」を目指して～２）と銘打って、成人の半数

近くはほとんどスポーツをしていない状況でもあり、特にスポーツ実施率の低い層への対

策を求めている。近年の大学生のライフスタイルは、運動不足、朝食の欠食やインターネッ

トやスマートフォンの普及による睡眠時間の減少など健康的ではない傾向にある。佐藤

ら３）は、大学生は健康に対する意識は高くても、運動実施までには至っていないと報告

している。このように、身体活動量の不足は、体力の低下のみならず、年齢を重ねていく

中で耐糖能異常、脂質異常、高血圧、肥満などの生活習慣病の発症リスクを増大させる可

能性がある。青年期における生活習慣は次のライフステージである成人期の生活行動、生

活習慣、ひいてはその健康に影響するという報告もある４）。

我が国では、大学生に日常的な身体活動量を増やすための様々な教育技法が行われてい

る。涌井ら５）は日常の不適切な健康行動習慣の変容（身体活動量を増やす、体重管理の

ための行動を行う、食習慣を改善するなど）を目的とした演習授業を 13 回にわたり実施し、

運動や食事に必要な好ましい対処行動習慣の獲得につながったと報告している。また、肥

満学生を対象に 10 週間の健康支援プログラムの介入により体重、BMI および体脂肪率が

有意に低下した報告もある６）。

しかしながら、この世代における望ましい健康習慣の改善と確立が必要にもかかわらず、
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生活習慣を改善するきっかけや機会が少ない。生活習慣病予防は、学校健康教育の現代的

課題であるが、大学生を対象とした健康教育が実施されていることが少ないと指摘してい

る７）。スポーツ庁においても運動習慣の定着を目指して、大学スポーツの振興に向けた支

援として、「生涯にわたってのスポーツの習慣化を促すため、大学等の高等教育において

体育授業などスポーツ環境の充実を図られるよう促す。」としているが、専門科目が増加

傾向にある現状の大学カリキュラムに新たに健康教育科目や体育授業を組み込むのは現状

としては困難である。

そこで、限られた時間の中でコンパクトな健康教育を目的とした授業の構築を試みた。

足達８）は健康習慣改善のためには、自己の選択による目標設定と行動記録による自己管

理の重要性を述べている。また小平９）は、中高年を対象とした健診者の行動変容の“きっ

かけ”には、「自らの選択により行動を決めること」が重要であり、「自分の健康・生活習

慣へ関心を高めることが行動を変えるひとつのきっかけとなる。」と報告している。今回は、

大学生の食生活の乱れや運動不足から誘発される肥満を懸念して、行動変容のきっかけと

なるよう身体組成の測定実習を取り入れた。本研究は女子大学生を対象として、健康行動

変容を意図した授業が肥満度に及ぼす影響を明らかにすることを目的とした。

Ⅱ　研究方法

１． 対象

対象者は、令和元年４月に開講された「健康」を受講する 51 名の保育者を目指す女子

大学生（平均年齢 19.3 ± 0.8 歳）とした。本研究は、追跡実施時に対象の学生には、研究

の趣旨を文書で明記し、研究への不参加や中断の自由、不利益はないこと、個人が特定さ

れないよう十分な配慮を行う、そして協力は自由意志であることを伝えその同意を書面で

得ている。

2． 講義内容と測定実習

講義では、健康の概念、領域「健康」の教材を用いて、子どもの健康をめぐる問題と課

題について学ぶことで、自己の健康観やこれから子どもの健康を担う保育者の役割につい

て考えるようにした。その後、行動変容のきっかけとして、身体組成の測定実習を２回実

施した。２回目については、初回から約４週間後に実施することで、その期間中は自らの

健康行動変容を意識するように指導した。身体組成の測定には、体組成計インナースキャ

ン 50V（タニタ社製）を使用した。同時に運動習慣の有無、朝食の有無および睡眠時間に
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ついてアンケートを実施した。初回の測定実習では、セルフモニタリング法としてライフ

スタイルレコードを用いて「Breslow らの健康習慣７項目」10）から実施可能な修正目標

を学生主体で設定させた。学生は所定の用紙に目標が達成されたか否かを３週間記入する

ように伝えた。ただし、ライフスタイルレコードの提出は任意とした。その結果、３週間

後の返却率は０% に至った。一方、昨年報告 11）した学生の返却率が全体の 33 名で 92%（ド

ロップアウト３名）だった。そのため横断的評価として昨年の学生をセルフモニタリング

群とし、今年度の未返却の学生についてはコントロール群とし、比較検討を行なった。２

回目の測定実習では、タニタ社が作成した体脂肪率判定表を用いて、初回の測定実習の体

脂肪率値と比較し、肥満度を評価した。

3． 統計処理

 各指標は、平均値±標準偏差で表した。初回の測定実習と２回目の各項目における指

標は、対応のある student の t テストで有意差検定を行なった。各グループ間の比較には

対応のない t 検定を用いた。統計的有意水準は、いずれも危険率 0.05 未満（p<0.05）で判

定した。

Ⅲ　研究結果
全対象における測定実習前後の健康意識の変化を表１に示す。朝食の欠食状況および運

動習慣については、測定実習前後で有意な変化は見られなかった。運動習慣については、

セルフモニタリング群で全体の 15.2% → 30.3%、コントロール群では 21.6% → 23.5% とわ

ずかな増加しか見られなかった。睡眠時間では、２回目の実習後を比較すると、セルフモ

ニタリング群はコントロール群と比較して有意に多かった（6.1 ± 1.3 時間 vs 5.4 ± 1.0 時

間 , p<0.05）。

 

統計処理
各指標は、平均値±標準偏差で表した。初回の測定実習と 回目の各項目における指

標は、対応のある の テストで有意差検定を行なった。各グループ間の比較には
対応のない 検定を用いた。統計的有意水準は、いずれも危険率 未満 で判
定した。

Ⅲ 研究結果
全対象における測定実習前後の健康意識の変化を表 に示す。朝食の欠食状況および運

動習慣については、測定実習前後で有意な変化は見られなかった。運動習慣については、
セルフモニタリング群で全体の 15.2%→30.3%、コントロール群では 21.6%→23.5%と
わずかな増加しか見られなかった。睡眠時間では、 回目の実習後を比較すると、セルフ
モニタリング群はコントロール群と比較して有意に多かった(6.1±1.3 時間 vs 5.4±1.0
時間 。

さらに、実習前後の肥満度の変化を表 に示した。セルフモニタリング群では、体重
（60.2±12.0kg→59.6±12.1kg; p<0.01）、 （24.8±4.5kg/m →24.6±12.4.5kg/m

）において有意な低下を示した。また筋肉量では 37.0±3.9kg から36.7±3.9kg に
有意な（ ）減少を認めた。体脂肪率においては有意な変化は見られなかった。一
方、コントロール群では実習前後では諸指標においていずれも変化は見られなかった。
ただし、グループ間の比較を行ったところ、初回時の BMI(24.8±4.5 kg/m vs 22.7±4.2 

および体脂肪率(33.7±7.0% vs 30.5±6.2%; p<0.05)は、セルフモニタリ
ング群の方が有意に高かった。
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さらに、実習前後の肥満度の変化を表２に示した。セルフモニタリング群では、体重

（60.2 ± 12.0kg → 59.6 ± 12.1kg；p<0.01）、BMI（24.8 ± 4.5kg/m2 → 24.6 ± 12.4.5kg/

m2；p<0.01）において有意な低下を示した。また筋肉量では 37.0 ± 3.9kg から 36.7 ± 3.9kg

に有意な（p<0.01）減少を認めた。体脂肪率においては有意な変化は見られなかった。一

方、コントロール群では実習前後では諸指標においていずれも変化は見られなかった。た

だし、グループ間の比較を行ったところ、初回時の BMI（24.8 ± 4.5 kg/m2 vs 22.7 ± 4.2 

kg/m2；p<0.05）および体脂肪率（33.7 ± 7.0% vs 30.5 ± 6.2%；p<0.05）は、セルフモニ

タリング群の方が有意に高かった。

 

Ⅳ　考察

本研究は、女子大学生を対象としてコンパクトな健康行動変容を意図した授業と身体組

成の測定実習が健康意識の変化および肥満度に及ぼす影響を検証した。

肥満は生活習慣病の主たる要因とされており、若年期からの行動療法をともなう介入が

必要とされている。松園ら６）は、肥満学生を対象として 10 週間のウェルカムホームベー

ス型健康支援プログラムを実施した結果、体重、BMI および体脂肪率が有意に低下した

と報告している。このプログラムの特性は、週１回の継続測定を行い、その際に食行動や

生活習慣についてミニ面接を行っている。大学生の生活習慣を考慮して食事や運動を強制

的にするのではなく、無理なくできることを自分で選んで行動変容を目指すものとしてい

る。また、内藤ら７）は若年層向けの３週間の簡易生活習慣改善プログラムを大学祭イベ

ントに盛り込んで、セルフモニタリング法を用いて運動と栄養の習慣づくりの啓発を行う

Ⅳ 考察
本研究は、女子大学生を対象としてコンパクトな健康行動変容を意図した授業と身体

組成の測定実習が健康意識の変化および肥満度に及ぼす影響を検証した。
肥満は生活習慣病の主たる要因とされており、若年期からの行動療法をともなう介入が
必要とされている。松園ら は、肥満学生を対象として 週間のウェルカムホームベー
ス型健康支援プログラムを実施した結果、体重、 および体脂肪率が有意に低下した
と報告している。このプログラムの特性は、週 回の継続測定を行い、その際に食行動
や生活習慣についてミニ面接を行っている。大学生の生活習慣を考慮して食事や運動を
強制的にするのではなく、無理なくできることを自分で選んで行動変容を目指すものと
している。また、内藤ら は若年層向けの 週間の簡易生活習慣改善プログラムを大学祭
イベントに盛り込んで、セルフモニタリング法を用いて運動と栄養の習慣づくりの啓発
を行うことができた。いずれも授業外での介入であり、やはり学校健康教育のあり方を
検討する課題が残される。本研究では授業と測定実習を組み合わせて学生生活における
健康の維持・増進に向けた行動変容プログラムを実施した。学生自身が肥満度や健康意
識の関心度を把握した上で、ライフスタイルレコードの任意の提出課題としたが非常に
低い返却率となった。一方で、昨年度の報告 での学生（セルフモニタリング群）は、返
却率も高く健康意識の変化は乏しかったものの、体重および の改善につながってい
る。行動療法においてセルフモニタリングをすることで行動が改善することも知られて
いる ことからやはり有用性は高いことがわかる。
そこで、セルフモニタリング群とコントロール群の肥満度の分布を の判定でグル

ープ分けをするとセルフモニタリング群は、正常群 〜 未満 は 名
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ことができた。いずれも授業外での介入であり、やはり学校健康教育のあり方を検討する

課題が残される。本研究では授業と測定実習を組み合わせて学生生活における健康の維持・

増進に向けた行動変容プログラムを実施した。学生自身が肥満度や健康意識の関心度を把

握した上で、ライフスタイルレコードの任意の提出課題としたが非常に低い返却率となっ

た。一方で、昨年度の報告 11）での学生（セルフモニタリング群）は、返却率も高く健康

意識の変化は乏しかったものの、体重および BMI の改善につながっている。行動療法に

おいてセルフモニタリングをすることで行動が改善することも知られている８）ことから

やはり有用性は高いことがわかる。

そこで、セルフモニタリング群とコントロール群の肥満度の分布を BMI の判定でグルー

プ分けをするとセルフモニタリング群は、正常群（BMI 18 〜 25kg/m2 未満） は 19 名

（57.6%）、肥満群（BMI≧25kg/m2）は14名（42.4%）であり、20歳代女性のやせの割合（21.7%）

が多いのに対して、肥満群の割合も多い傾向を示した。コントロール群は、正常群が 44

名（86.3%）、肥満群は７名（13.7%）のみに至った。初回の体重および BMI を比較しても

セルフモニタリング群の方がコントロール群よりも有意に高かった。したがって、肥満度

の分布を比較すると今年度の学生層については、正常群が８割近くと非常に高いことから、

自分の健康や生活習慣への興味や関心が低くライフスタイルレコードの記入の動機付けに

繋がらなかった可能性が考えられる。さらに、睡眠時間に着目すると、セルフモニタリン

グ群（6.1 時間）よりもコントロール群（5.4 時間）では、有意に低い結果となっている。

総務省は、20 〜 24 歳では 7.1% がスマートフォン・パソコンなどの使用時間が 12 時間以

上であると発表しており、スマートフォンの接触時間が長いほど、おのずと睡眠時間は短

くなる。日本人は世界的に見ても睡眠時間が短く、国民健康・栄養調査の睡眠の状況では、

６時間未満の者の割合は男女共 40 歳代で最も高い。また、睡眠で休養が十分にとれてい

ない者の割合は平成 21 年から比較すると有意に増加している。睡眠時間が６時間以下の

人は肥満、糖尿病、心臓病の有病率が高いという報告もある 12）。

本研究では、将来保育者を目指す学生を対象に、健康行動変容を意図した授業を行った

が、運動習慣者は全体の 20% 代と非常に少ない結果となった。吉田ら 13）は、保育者自信

の健康や体力づくりに関する知識や理解が十分でないと指摘している。また、保育者の中

には、運動に対して苦手意識を持っていたり、遊びの経験が少なかったりする者もいるた

め、幼児の動きや補助の仕方、運動遊びの工夫についても教育の中に盛り込んだ上で、現

場につなげることが重要になってくるだろう。幼児の運動能力が低下している現在、運動

遊びを積極的に保育に取り入れていく必要性があるにもかかわらず、大学生自身の健康度

は低く、運動習慣や生活習慣の修正は急務と考える。同時に、本研究は女子大学生を対象
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として健康行動変容を意図した授業を試みたものの、ライフスタイルの修正に至る新たな

健康教育科目の導入には現状として限界があり、課題と考える。近年、日本人の生活習慣

の変化などにより、生活習慣病などの有病者・予備群が増加したことから、平成 20 年４

月より特定健康診査・特定保健指導が始まった。この健診の対象年齢は 40 〜 74 歳として

いる。今後、若年者の健康教育の重要性が求められる中で、小中高からの保健体育教育の

あり方や、特定健康診査の対象年齢の若年化を図るなどして、早期にリスクの程度を評価

し、生活習慣を見直すサポートといった多角的な介入の提案が必要になってくると考えら

れる。
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